
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 事 業 報 告 書

墨重≧圭整里1』皇壁!五△_」主二生2ヤバン

1 事業の成果

令和 4年度は、海外への緊急支援事業を通じた国際協力の活動支援、日本人大学生を対象にした英語

の講演会を通 じてグローバル人材育成支援をオンラインで実施 した。また次年度に向けて、国際本部が

海外で実施 している女性に対するジェンダーに基づく暴力を防止する事業 「ガーデイアン・ガールズ」

を国内で開催するため国際本部との連携。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 0 1千円)

元書類収受日令和♭年十月9日

差替書類収受日令和♭年b月 10日 事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

国際緊急支援
事 業

ウクライナの緊急支援
を行 うため国連人 口墓
金と連携

8月 31日
オンライ

ン
約 3名 一般 約 41名 0

国際青年 リー
ダー シ ップ育
成事業

立命館大学の ビジネス
英語 クラスの学生を対
象に英語で講演会

6月 30日
オンライ

ン
約 3名 学生 約 75名 0



元書類収受日令和♭年十月ら日

差替書類収受日令和ら年う月|し日

書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和4年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上登場合)

特定非営利活働議人キフジャバン

円

4目 金  輌 小計¨ 合計

922.110

922.l10

受取補助金

の の

取

受取利息

受取寄附金
施設等受入評価益

事業収益
事業収益

正会員受取会費
賛助会員受取会費

922.110

194.631

194.631

B

1

(1)人

(2)そ

(1)人

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家貨
旅費交通費
減価償却費
支払報酬

給料手当
役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

(2)その
会議費

104.601

104,631

727.479当 期 経 常 彎

日 産売却益
過年度損益修正益

修 正

D

用

固 産 売

災害損失

当 翔 経 常 タ
727.479

正

正 +

法人税、

前

民税及び事

産

727.479

④

0



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和4年度 貸借対照表

元書類収受日令和♭年十月ら日

差替書類収受日令和o年 5月 lb日

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人キフジャパン

円)

小計・合計科 目 金  額

A の

1

の

1 形

2

(2)無形固定

(3) その

現金預金

未収金

棚卸資産

流動資産合計  ・

車両運搬具

什器備品

ソフトウェア

借地権

敷金

長期貸付金

727,479

727.479

【A】 資 産 合 計 ①十②

の

，

¨

+

1

B-1

未払金

頂 り金

長期借入金

退職給付引当金

727479

727.479

B-2 の

前期繰越正 財 産

当 正味財産増

正

727.479【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】



元書類収受日令和♭年″月ら日

差替書類収受日令和0年 5月 |も日
式 16 法 28

重要な会計方針
計算書類の作成は、

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

2.事 業別損益の状況

令和4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人キフジヤバン

によっています。

事業 事業
事業部門計 管理部門 合 計科 目

事業 事業

922110 922110

922110

194631 194631

194631

194631

727479

I 経常収益
1.受取会費
2.受 取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
支払報酬
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
円 )

1



元書類収受日令和♭年「月9日

差替書類収受日令和♭年う月lb日

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

4 使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は727479円 ですが、その うち0円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は727479円 です。

5.固 定資産の増減内訳

6.イ昔入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

8

取 得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額科 日 期首取得価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合 計

当期借入 当期返済 期末残高科 目

合計

科 目

計算書類に

計上 された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法

人 との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況

期首残亘∃



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和4年度 財産目録

元書類収受日令和ら年十月ら日

差替書類収受日令(1♭年ヮ月|ら日

事 業 報 告 用

特定非言討活動法人キフジャバン

科 目 金   誦 ′1ヽ    1+ 合  1計

727.479

'27

479

(1)

(2)

(3)

A の

1

の

現全預金

GMOあ おそら銀行普通預金

【A】 資 産 合 計 ①+②

|- 1 負 壼 の 部【:

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

727.479【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ―【B-1】

■■■■■

―

‘
，

２
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
●



書式第 18号 (法第 28条関係 )

元書類収受日令和♭年叶月0日

差替書類収受日令和♭年巧月10日

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 〈前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前●拿年度における報日の有無を●●した名簿)

特定非営利活動法人キフジャバン

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)

1
理 事 監 事

コヤマダシン

小山田真

  

  

2022年

2023年

4月   1日

3月   31日

年  月  日

年 月 日

2 監 事理 事

アサイショウ 2022年

2023年

4月   1日

3月   31日

年 月

月

曰

日年浅井翔

3 監 事理 事

サメシマ ミチコ

鮫島美和子

2022年

2023年

4月   1日

3月   31日

年  月  日

年    月    日

4 監 事理 事

タケウチハルヒサ

竹内春欠

2022年

2023年

4月   1日

3月   31日

年   月   日

年  月  ロ

5 監 事理 事

ir-::L4 4,
岡部栄一

2022年

2023年

4月    1ロ

3月   31,|

年 月

月

ロ

ロ年

6 監 事理 事

サワノボ リヤスシ

澤登靖

 
2022年

2023年

4月   1日

3月   31 Fl

年 月

月

ロ

年 日

7 監 事理 事

ハタノマ ミ

波多野真美

2022年

2023年

4月    1ロ

3月   311'

年  月  日

年  月  日

8 監 事理 事

ナカムラコウタロウ

中村幸太郎

2022年

2023年

4月    l FI

3月   311]

年   月   日

年  月  日

9 監

'

ウタガワジュン

宇多川準

2022年

2023年

4月   111

3月   31日

年 月

月

日

曰年

10 理 事 監 事

コダマカズマサ

児T一真

2022年

2023年

4月   1日

3月   31日

年 月

月

日

日年



前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏   名

2022年

2023年

4月   1日

3月   31日

4■   月   日

,1  月   日
11 理 事

イガリングル
監 事

猪狩茂

月年

年1   月   日

理 事

ヤマナカ ミチコ

監 事

山中満子

2022年

2023年

4月   1日

3月   31日
12

書式第 18号 (法第 28条関係 ) 元き精」1■ 日今和ら年十月9日
・ ■_■■ τ`|し 年り月|し日 事 業 報 告 用



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用
元書類収受日令和多年十月9日

差替書類収受日令和o年り月rb日

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人キフジャバン

氏   名

1 小山田 真       

2 Carol ina Koyamada       

3 小山田 孝子

4 児玉 一真

5 浅井 翔

6
Koyanada lntern`ltional

Foundatlon

会長  Shin Koya:lada

         

7
Shinca Japan合同会社

執行役員 猪狩 匠

8
Shinca Entertainment, LLC

CEO Shin Koyamada
      

9
Shi nca En terprise, LLC

CEO Shin Koyamada
      

10
Shinca Holdings, Inc

CEO Shin Koyamada
      




